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２ 計画策定の背景  
 
（１） ＩＣＴを取り巻く環境の変化  

現在、日本、そして、本県も既に本格的な人口減少社会を迎えており、今後も

人口の減少と人口構成の大きな変化が見込まれています。また、人口減少という

大きな流れとともに、国際社会の中での競争の激化、巨大災害の切迫、地球環境

問題など、時代は大きく動いています。  
このような時代において、進展が著しいＩＣＴは、クラウドサービスの定着、

スマートフォンなどの普及によるモバイル化の進展、ソーシャルメディア利用者

の急増など、新たな技術開発やサービスの提供により、日常生活に深く浸透する

とともに、様々な課題を解決するツールとして大きく期待されています。  
 

 インターネットの利用状況と情報通信端末の急速な普及 

総務省の「平成２７年通信利用動向調査」によると、平成２７年の１年間に

インターネットを利用したことのある人は推計１億４６万人となり、インター

ネット利用者の割合は８３．０％となっています。  
年齢階層別インターネット利用率においては、１３歳〜５９歳までは利用率

が９割を超えていますが、６０～７９歳のインターネット利用は、他の世代に

比べると低いものの、上昇傾向にあります。  
 
【年齢階層別インターネットの利用状況の推移（個人）】 

 

出典：総務省「平成２７年通信利用動向調査」  
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※当該比率は、各年の世帯全体における各情報通信機器の保有割合を示す。

平成２７年末の主な情報通信機器の世帯における保有状況は、「携帯電話・

ＰＨＳ（スマートフォンを含む）」は９５．８％（前年比１．２ポイント増）

となっており、「携帯電話・ＰＨＳ」の内数である「スマートフォン」が７２．

０％（前年比７．８ポイント増）と急速に普及しています。一方で「パソコン」

は、７６．８％（前年比１．２ポイント減）となっており、パソコンとスマホ

の保有割合の差は大幅に縮小しています。  
また、「タブレット型端末」も３３．３％（前年比７．０ポイント増）とな

っており、着実に普及しています。  
 
【主な情報通信機器の保有状況（世帯）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：総務省「平成２７年通信利用動向調査」  

世代別のインターネット利用機器の状況を見ると、スマートフォンの利用が

全ての世代において上昇しており、特に４０歳代では初めてパソコンの利用を

上回りました。  
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【世代別インターネット利用機器の状況】 

 
 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

出典：総務省「平成２７年通信利用動向調査」  

 

スマートフォンなどの台頭により、いつでもどこでもインターネットを通じ

てソーシャルなつながりを確保することが可能となり、Twitter や Facebook
といったインターネット上のソーシャルネットワーキングサービス（SNS：

Social Networking Service）の利用が、個人、企業ともに拡大しています。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※  当該比率は世帯構成員（個人）のインターネットの利用割合を端末別・年齢階層別に示したものである。 
※  携帯電話・ＰＨＳは、スマートフォンを除く。 

【平成 26 年末】 【平成 27 年末】 
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【ソーシャルネットワーキングサービスの利用状況（個人）】 

【ソーシャルメディアサービスの活用状況（企業）】 

 

 
出典：総務省「平成２７年通信利用動向調査」  

 

 クラウドコンピューティングの普及 

コンピュータの処理能力の高度化、通信回線の高速化・大容量化、通信回線

の利用料金の低廉化などを背景に、コンピュータシステムの一形態として利用

されているのがクラウドコンピューティングです。  
クラウドコンピューティングは、従来利用者が所有するコンピュータ上で利

用・管理していたソフトウェア、データなどのコンピュータ資源を、ネットワ

ーク上にあるサーバなどを通じてサービスとして利用する形態で、利用する者

や利用するコンピュータ資源の違いなどにより様々な区分があります。  
このクラウドコンピューティングを利用したクラウドサービスは、様々な場

面で個人、企業、行政などで利用されており、パソコンのほかスマートフォン

やタブレットなどの情報通信端末でも利用できるようになってきました。  
近年のクラウドサービスの利用状況をみると、クラウドサービスを利用して

いる企業の割合は年々上昇しており、平成２７年末には４割を上回っています。 
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【クラウドサービスの利用状況（企業）】 

 

 

 

 
出典：総務省「平成２７年通信利用動向調査」  

 
 ビッグデータ・オープンデータの活用 

情報処理の高速化やクラウドコンピューティングの進展に伴うビッグデー

タ・オープンデータの活用が注目されています。  
ビッグデータの特徴としては、多量性、多種性、リアルタイム性などがあげ

られ、ＩＣＴの進展により、このような特徴を伴った形でデータが生成・収集・

蓄積されることが可能・容易になってきています。ビッグデータを活用するこ

とにより、革新的なサービスやビジネスモデルの創出、的確な経営判断あるい

は業務の効率化が可能となります。  
オープンデータの取組とは、行政機関や公共機関等が保有するデータをコン

ピュータが処理可能な形式で公開することで、行政の透明性や信頼性の向上を

図るとともに、国民や企業がその利活用を図ることにより、経済・社会の活性

化を図ることを目的としたものです。この取組は世界各国で推進されており、

政府においても、平成２４年７月にＩＴ戦略本部が「電子行政オープンデータ

戦略」を策定し、強力に推進しています。  
 

 ＩｏＴの技術の進展 

モノ、ヒト、サービス、情報などがネットワークを通じて大規模に連動する

ことで新たな価値が生まれます。このうち、主としてモノに着目した部分につ

いてはＩｏＴ（Internet of Things）と呼ばれています。あらゆるモノがインタ

ーネットに接続することで、モノから得られるデータの収集・分析等の処理や

活用が実現します。  
ＩｏＴのコンセプトは、自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノが

インターネットにつながり、情報のやりとりをすることで、モノのデータ化や

44.6% 
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それに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すというものです。  
製造業や物流、医療・健康から農業に至るまで様々な分野で、状況を正確に

把握することで効率が向上し、データの分析を通じて新たな価値を生むことに

つながります。消費者の身の回りで毎日使用するようなモノは、気象や状況に

連動して自動的に最適な環境を提供するようなサービスとして再定義される蓋

然性が高くなります。  
従来、こうした情報処理でヒトが介在していた領域は代替され、さらにこれ

まで実現できなかったような高度で付加価値の高い機能が提供されるようにな

るかもしれません。  
 

 新たなＩＣＴがもたらすインパクト 

新たなＩＣＴ、つまり、ＩｏＴやビッグデータ、人工知能（ＡＩ）などを一

体的に捉えることで、その進化と必然性が見えてきます。ＩｏＴで様々なデー

タを収集して「現状の見える化」を図り、各種データを多面的かつ時系列で蓄

積（ビッグデータ化）し、これらの膨大なデータについて、人工知能（ＡＩ）

を活用しながら処理・分析等を行うことで「将来を予測する」という関係性が

成り立ちます。  
例えば、人工知能（ＡＩ）をＩｏＴと組み合わせることで、収集したデータ

を知識に変え、サイバー空間から現実世界にフィードバックし、さらにそこか

らデータを得て学習するようなサイクルを確立することもできます。さらに、

ロボットなどの物理的な手段と組み合わせることで、現実世界における効率化、

高速化、安全・安心の確保などを実現したり、現実世界に起こりうる将来を予

測したりすることも可能になると考えられます。  
こうした一体的な捉え方は「広義のＩｏＴ」と呼ばれています。広義のＩｏ

Ｔを活用することで、新たな価値を創造することが可能であり、従来の活動を

変革する可能性も秘めており様々な分野への応用が期待されています。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


